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【要旨】 

本研究では、経済産業省の示す社会人基礎力の指標をもとに、「地域と連携した実践教育がどの

程度社会に必要なスキルを向上させるか」について検討した。研究の方法としては、はじめに、地

域連携教育と学習成果の関係性について先行研究を行った。それをもとに、宮崎学園短期大学現代

ビジネス科の地域と連携した教育の開始前と終了後にアンケート調査を行い、社会人基礎力を向

上させるかについて検討した。アンケート調査の結果、地域と連携した教育の実施によって、学生

の社会人基礎力を向上させる可能性が示された。 

 

１．研究の背景と目的 

人口減少や地方の過疎化等に伴い、地域活性化や地方創生に向けた様々な取り組みが国や各自

治体において実践されてきた。これは今後、我が国の人口減少が加速し、2050 年には 9,700 万人

程度、2100 年には 5,000 万人を割り込む水準にまで減少するとの推計から、東京一極集中の是正

を目的に地方都市の活性化を目指しているものである。こうした中、大学（短期大学を含む）は、

社会の変革を担う人材育成、知的基盤の形成など「知の拠点」としての果たすべき役割がより一層

求められている。文部科学省においては、「新たな価値の創造への積極的な貢献」を基盤とした「地

域と協働する大学づくり」に向けた取り組みを推進しており、国公私立大学において様々な地域連

携活動が推し進められている1)。 

こうした社会的背景から、筆者は 2015 年に地域貢献を念頭にいた地域密着型教育に着目し、大

学の存在意義について再整理を行うとともに、専門職養成大学における地域密着型教育のあり方

について言及した2)。また、2016 年には、学生の地域貢献に関する意識調査や他大学の取り組み事

例を基に、地域と連携した教育展開の方法について検討を行った3)。さらに、これらの検討結果を

踏まえ、2016 年度、2017 年度には、宮崎学園短期大学現代ビジネス科において、地域と連携した

教育を実践してきた。この実践活動の成果についてテキストマイニングによるデータ分析を行っ

たところ、学生のコメントから学内での講義形式の授業では体験できないより良い学びに繋がっ

たとの結果が示された4)。特に、社会の第一線で働いている方々の話を聴くことや実店舗の見学、

商品モニター等を直に体験することで、実社会をより身近に感じることができ、将来の視野が広が

り仕事への意識を高める機会になったと考えられる。この結果から、学生の満足度を高めるより良

い実践の場になったものの、この実践が社会に求められるスキルの向上に寄与したか否かについ

ては示されていない。 
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そこで、本研究においては、経済産業省の示す社会人基礎力の指標をもとに、「地域と連携した

実践教育がどの程度社会に必要なスキルを向上させるか」について検討を行うこととした。社会人

基礎力とは、「職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力」5)を指し、

3 つの能力（12 の能力要素）から構成されている。  

 研究の方法としては、はじめに文献研究等を基に地域連携教育と学習成果の関係性について先

行研究を行った。それらを踏まえ、宮崎学園短期大学現代ビジネス科の地域と連携した教育実践の

開始前と終了後に、社会人基礎力を測定するためのアンケート調査を行った。最後に、アンケート

結果の考察を行い、宮崎学園短期大学現代ビジネス科の取り組みが社会人基礎力を向上させるか

について検討した。 

 地域連携教育については様々な大学が取り組みを行っているものの、体系的な仕組みとして構

築されるまでには課題も多い。その為、本研究を通して学外の資源を活用した地域連携教育が学生

教育により良い効果があることを示し、体系的な仕組み作りに寄与したい。 

 

２．地域連携教育の推進と学習の効果 

本章では、文部科学省の方針から地域連携教育推進の目的について整理するとともに、各大学

の研究成果を概観し学習の効果について示す。  

 

2.1 地域連携教育の推進の背景 

大学と地域との連携教育は、我が国の高等教育がユニバーサル段階に突入したことをきっかけ

にその整備がなされるようになった。2005 年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来

像」にて、高等教育の取り組むべき施策が示され、教育と研究に次いで社会貢献（地域社会・経

済社会・国際社会等、広い意味での社会全体の発展への寄与）の重要性が強調された。それによ

り、公開講座や産学官連携、国際協力等を通じたより直接的な貢献も求められるようになり、「第

三の使命」としての役割が強調されることとなった。さらに、2008 年 12 月の中央教育審議会答

申「学士課程教育の構築に向けて」の中で、学士課程教育の質的転換のための方策が示されると

ともに、2012 年 8 月の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向け

て」において、各大学が大学支援組織や文部科学省、地域社会、企業等と連携しながら、質的転

換を着実に実行するための具体的な手立てなどが示された。こうした変遷の中で、アクティブラ

ーニングへの転換や学問的な知識・技能を用いて、地域社会の諸課題の解決に貢献するサービス

ラーニング、企業の課題解決などに関わる PBL（Problem/Project Based Learning）などの導入がな

され、産学連携への取り組みが加速してきたといえる。  

こうした中、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定による地方創生への舵取りは、地域連携

教育をより一層加速させた。本戦略は、人口減少を克服し地方創生を成し遂げることが目的であ

り、その為の課題として東京一極集中の是正や若い世代の就労支援、地域の特性に即した地域課

題の解決などがある。その中で大学は、「学校と地域が連携・協働した取組や地域資源を生かした

教育活動を進めるとともに、（中略）地域に誇りを持つ人材の育成を推進し、地域力の強化につな

げていく」6)や人材育成の観点から、「地元の地方公共団体や企業等と連携した取組を強化するこ

とにより、地域産業を担う高度な専門的職業人材の育成や地元企業に就職する若者を増やすとと

もに、地域産業を自ら生み出す人材を創出する」7)といった内容が求められることとなった。こ

れにより、地方創生のための国立大学の組織再編や地方創生の支援として、「地（知）の拠点大学

による地方創生推進事業（COC＋）」や「地域創生人材育成事業」「私立大学改革総合支援事業」
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などが実施され、大学と地域の連携活動の促進が図られている。  

これらの内容から、国の方針に伴い大学教育のあり方が大きく変化しており、地域と連携した

教育の充実は大学において喫緊の課題であるといえる。 

 

2.2 地域連携教育の学習効果に関する先行研究 

先行研究をもとに、各大学の地域連携教育の取り組みを概観し、それに伴う学習効果について

論述する。一般的に学生が学外の企業と連携したプロジェクトを実施することで、「職場や仕事に

関する理解の促進」「学内だけでは得ることのできない生きた知識と、その知識を応用する力の獲

得」「共同作業などを通じて培われる社会的な実践力の獲得」「企業等の組織の一員としての役割

を見出すことによるアイデンティティーの形成」の 4 つの学習効果があるとされている8)。いず

れも、講義形式の授業では網羅しにくい実践的スキルの獲得に繋がることが表されている。地域

連携教育には、これらの効果があることを前提に、大学の実践例を示す。  

花田、山岡、白井の研究では、東京家政学院大学と大型商業施設との共同プロジェクトに参加

した学生への調査を行い、社会人基礎力の育成の為の効果を検証している9)。同大学では、自主

参加の形態で参加スタッフを募り（単位取得とは関係ない形での参加）、企業と協働でファッショ

ンショーを実施する中で、教員指導のもとに学生が企画、構成、演出、運営などの作業を担って

いる。花田らは、参加した学生を対象に、経済産業省が作成した「社会人基礎力評価表」を用い

てアンケート調査ならびに分析を行い、「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チームで働く力」が身

につき実践力の獲得が達成されたとの結果を示している。  

山岡の研究では、神奈川大学と企業が協同で実施した PBL 形式の授業展開に伴う学習効果の検

証を行っている10)。同大学は、大学近隣地域の企業と連携し、企業が提示したテーマに学生がグ

ループで課題解決に取り組み、提案を行うものである。山岡は、活動に参加した学生へのアンケ

ート調査の結果を分析し、授業運営の方法を考察している。研究の結果から、能動的な姿勢で履

修した学生については、意識や興味関心といった点で一定の学習効果を挙げることが示されてい

る。 

石谷は、北九州市立大学が教育課程外で行っている地域連携活動に焦点をあて、一年間の活動

を通して、学生がどのように社会人基礎力を向上させていくのかについて考察している11)。同大

学では、学生の興味関心に応じて自主参加のプロジェクトを展開し、東日本絆プロジェクトや防

犯防災プロジェクトなど様々な活動に取り組んでいる。石谷は、参加した学生へのインタビュー

調査から分析を行い、心理的・行動的変化という点をコントロールする仕組みを設けることで、

実践活動力をより向上させることに繋がるとの結論を導いている。  

最後に短期大学での検証例を示す。正保は、帯広大谷短期大学と社会福祉協議会との間で開設

した「学生サロン元気」の参加学生の実践報告と意識調査の結果をもとに学習効果について言及

している12)。同短期大学の取り組みは、音更町社会福祉協議会が支援する「地域交流サロン」と

介護福祉専攻の「介護予防活動」の科目と連携させ、介護予防に関する交流学習を実践してい

る。検証の結果から、協調性やコミュニケーション、課題解決能力に寄与したとの見解を示して

いる。 

これらは、地域連携の取り組みによる学習効果の一部の研究成果ではあるものの、地域と連携

した教育に学生が主体的に参画することで、様々な学習効果に影響を与えることが示されている

といえる。つまり、講義形式のみの授業では網羅しにくい技能やスキルを提供する仕組みの一つ

であり、大学における学習効果という点から捉えれば、地域連携教育の推進は、大学教育の質を
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高めていくための一つの取り組みとして重要な位置づけにあるといえる。  

 

３．地域連携教育の概要と授業評価の結果 

本章では、宮崎学園短期大学現代ビジネス科の地域連携教育の概要と学生の授業評価の結果を

基に取り組みの内容について示す。また、地域連携教育を実践するにあたり、宮崎市地方創生人材

支援事業の助成を受けていることから事業の概要についても言及する。 

 

3.1 授業の概要と対象学生 

現代ビジネス科では、地域と連携した活動を主とする「実践ビジネス演習」の科目を地域連携科

目として位置づけ、ビジネスコース 1、2 年生が同時に受講できる科目として設定している。授業

の実施については、後期開講（半期）週 2 コマでビジネスコースの学生はコースの必履修科目と

し、担当教員は、2～3 名の人員を配置している。授業内容の構成としては、全学生が参加できる内

容（企業見学や講師招聘など）とグループ活動による内容（グループごとに地域と連携した活動な

ど）を毎年実施している。本論文においては、2019 年度（1 年生 20 名、2 年生 17 名）の学生を対

象とした調査結果を基に論じている。  

 

3.2 地域連携活動の内容 

現代ビジネス科の地域連携活動について、2019 年度の内容を基に示す13)。この授業では、「宮

崎の将来を担う若者づくりプロジェクト」と題し、地元企業や経済団体と連携した活動を通し

て、学生自身が地元で働くことの魅力を知るだけでなく、学生目線で地元企業や団体の特色や魅

力を発信し、県内外の若者に地元産業の良さを知ってもらうことを目的に活動を行った。具体的

には、「宮崎の新たな可能性を探り、宮崎ならではの産業を創造できる資質を磨く」「学生の視点

で地元企業の魅力を発掘し、情報を若者に発信する」「郷土宮崎の良さを再発見し、より良い地域

づくりを提案する」の 3 つの活動を柱に、企業見学、講師招聘、企画実践、成果発表等に取り組

んだ。基本的には、学生自身で企画、計画を立案し実践する形式をとっており、学内での講義や

演習での学びを実践する機会となっている。  

また、本活動は、「宮崎市地元とつながる人材育成支援事業」14)の採択を受け、助成をもとに活

動を行った。助成の支援内容は、講師招聘、企業見学の際のバスのレンタル代やイベント参加に

あたっての学生企画の実施に伴う消耗品、打ち合わせに伴う交通費等とした。 

 

3.3 学生による授業評価 

ここでは、2019 年度の活動に伴う授業評価アンケートの結果を示す。授業評価アンケートは、

設問 1 から設問 10 までの 10 項目（1 から 5 の 5 段階評価による定量的データ）および、記述式

の設問が設定されている 10)。 

授業評価の結果、設問 8「この授業を受講してよかった」の項目については、2019 年度 1 年生

が 4.9、2019 年度 2 年生が 4.7 となっており、高い数値を得られている。また、設問 3「授業の内

容は興味深く、気づかされたり、考えさせられることが多かった」の項目についても、2019 年度

1 年生が 4.8、2019 年度 2 年生が 4.8 となっており、学生にとって気づきや学びの多い授業であっ

たことが示されている。 

次に、記述式の内容について「授業の良かった点」のコメントを表 1 に明記する15)。表 1 の内容

から、学生は、企業の方や地域の方と触れ合うことそのものが刺激となり、良い経験になったと感
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じていることが分かる。また、自己成長への認識として、「社会人に近づけたような気がした」「社

会人としての関わり方を知り、身につけることができた」など、社会人としての成長に繋がったと

実感している学生がいることも分かった。なお、授業評価においては、「授業への要望・改善方法

についての意見」の記述欄も設定しているが、「もっといろいろな職種の方から講話を聞いてみた

かったです」のみの回答であった。 

授業評価アンケートの結果から、学生は、地域と連携した教育に対し、満足していることや自己

の成長への認識がある学生もいることが分かった。  

 

表 1．実践ビジネス演習Ⅰ・Ⅱ授業評価感想（授業の良かった点） 

 記述式回答  

1 年生  ・地元企業のことを知ることが出来る機会になった 

・実際に企業の方と関わってひとつのものを作り上げるという点で、大きな成長が得られた。 

・様々な体験ができ地域の方や企業の方、先輩やたくさんの人のお話が聞ける所がよかった。 

・様々な場所へ訪問したり、学ぶことができた。毎回、毎回の授業が学び多いものだった。 

・自分たちで企業にアポイントを取って取材に行くことで、社会人に近づけたような気がした。 

・地元企業についての理解を深めることができて良かった。また、これからの宮崎の企業などを 

考えることができてよかった。 

・実際に企業に行ったり、お手伝いをした点。社会と触れ合う機会が多かった点。企業研究をし 

たのがとても良かった。 

・企業と関わることで、社会人としての関わり方（電話応対など）を知り、身につけることがで 

きた点。 

2 年生  ・企業の方々と実際に関われたこと。 

・実際に役立つビジネスを学べる。企業訪問など詳しく話が聞けた。 

・普通の授業では学べないことを沢山学ぶことが出来た点。 

・自分たちで考え行動できた点。 

・自分たちで企画からやって、実践して、その中で欠けている部分や良い点を見つけられて最終 

的には一つのものが完成したという達成感を味わうことができた。 

・企業見学やグループによって行った内容を発表する場があるのが良かったと思います。 

・自分達で話し合い、計画を立てて、広報活動や会議などにも参加できて、勉強になる事がたく 

さんありました。これから社会で活動していく上で、とても良い経験になりました。 

 

４．社会人基礎力に関するアンケート調査と結果 

本章では、地域連携による教育の実践が、学生の社会人基礎力向上に結びついたかについて効果

を検証する。 

 

4.1 調査の概要と方法 

ビジネスコースの 1、2 年生全員に、Web によるアンケート調査（Google フォームを使用）を

行った。調査時期は、実践ビジネス演習の第 1 回目（授業の開始前）と第 15 回目（授業の終了後）

に 1 回ずつ実施した。学生に回答先の URL を送信し、それにアクセスする形で実施した。質問内

容は社会人基礎力の 3 つの能力である「前に踏み出す力（アクション）」「考え抜く力（シンキン

グ）」「チームで働く力（チームワーク）」の伸長度を図るために、これらの能力の要素である 12 項

目に関する内容を質問として設定した（表 2）。なお、本調査については、本学の倫理規定に基づ

き、学生への研究協力に関する説明を行った上で実施した。  

分析方法については、12 項目の質問に対し 5 段階評定を用いて間隔尺度データを数値化する。

その数値データを 3 つの能力に集約される形で平均値を取り 3 つの能力として測定した。さらに、

授業終了後の結果から授業開始前の結果を差し引いた数値を「伸長度」とし、地域連携授業を通し

て学生が社会人基礎力を獲得したかを検証した。検証方法は、3 つの能力の数値データを基に、そ
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れぞれに「t 検定（Welch の t 検定）」を行い、分析には SPSSⓇStatistics26 を使用した。 

 

表 2．社会人基礎力の 12 の能力要素 

3 つの能力 12 の要素 要素の概要  

前に踏み出す力  

（アクション）  

主体性 ・指示を待つのではなく、自らやるべきことを見つけて積極的に取り

組む。 

働きかけ力  ・「やろうじゃないか」と呼びかけ、目的に向かって周囲の人々を動か

す。 

実行力 ・言われたことをやるだけでなく自ら目標を設定し、失敗を恐れず行

動に移し、粘り強く取り組む。  

考え抜く力 

（シンキング）  

課題発見力  ・目標に向かって、自ら「ここに問題があり、解決が必要だ」と提案

する。 

計画力 ・課題の解決に向けた複数のプロセスを明確にし、「その中で最善のも

のは何か」を検討し、準備する。  

創造力 ・既存の発想にとらわれず、課題に対して新しい解決方法を考える。  

チームで働く力  

（チームワーク） 

発信力 ・自分の意見をわかりやすく整理した上で、相手に理解してもらえる

ように的確に伝える。  

傾聴力 ・相手の話しやすい環境を作り、適切なタイミングで質問するなど相

手の意見を引き出す。  

柔軟性 ・自分のルールややり方に固執するのではなく、相手の意見や立場を

尊重し理解する。  

状況把握力  ・チームで仕事をするとき、自分がどのような役割を果たすべきかを

理解する。  

規律性 ・状況に応じて、社会のルールに則って自らの発言や行動を適切に律

する。 

ストレスコン

トロール力  

・ストレスを感じることがあっても、成長の機会だとポジティブに捉

えて肩の力を抜いて対応する。  

 

 

4.2 調査結果 

アンケート調査の回答状況ついては、ビジネスコース 37 名（37 件）に URL を送信し、授業開

始前が 34 名（回収率 91.9%）、授業終了後は 32 名（回収率 86.5%）から回答を得られた。今回の

調査においては、前後の伸長度合いを計測することから、授業開始前と授業終了後どちらもアンケ

ートに回答した学生のみを抽出したところ、30 件の回答データが得られ、そのうち定量的な項目

すべてに欠損のない 30 件（有効回答率 100%）分のデータを分析に用いた。 

分析の結果、表 3 に示されるように、12 の要素においていずれも授業開始前に比べ、授業終了

後の数値が高くなった。さらに、これらの 12 の要素のデータを 3 つの能力にまとめ社会人基礎力

の伸長度を計った（表 4）。その結果、社会人基礎力の 3 つの能力である「前に踏み出す力（アク

ション）」「考え抜く力（シンキング）」「チームで働く力（チームワーク）」の伸長度が、授業開始

前と比較し授業開始後の数値がいずれも増加していることが示された。また、授業開始前の平均点

と授業開始後の平均点の差が統計的に有意かを確かめるために、有意水準 5%で両側検定の t 検定

を行ったところ、授業前後の平均点に有意な差があることが示された（前に踏み出す力：t (29) = 

3.85, p < .05、考え抜く力：t (29) = 2.47, p < .05、チームで働く力：t (29) = 3.69, p < .05）。この
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結果から、地域と連携した教育の実践が学生の社会人基礎力を向上させる可能性が示された。 

 

表 3．社会人基礎力（12 の要素）の伸長度 

社会人基礎力  

（12 の要素）  

授業開始前（A） 

平均値（N=30） 

授業終了後（B） 

平均値（N=30） 

伸長度（B－A） 

平均値の差  

主体性 3.27 3.77 0.50 

働きかけ力  2.63 3.30 0.67 

実行力 3.13 3.63 0.50 

課題発見力  3.13 3.43 0.30 

計画力 3.33 3.67 0.33 

創造力 3.13 3.80 0.67 

発信力 3.53 3.97 0.43 

傾聴力 3.40 3.77 0.37 

柔軟性 4.03 4.30 0.27 

状況把握力  3.60 4.10 0.50 

規律性 3.83 4.00 0.17 

ストレスコントロール力  2.73 3.70 0.97 

 

 

表 4．社会人基礎力（3 つの能力）の伸長度 

社会人基礎力  

（3 つの能力）  

授業開始前（A） 

平均値（N=30） 

授業終了後（B） 

平均値（N=30） 

伸長度（B－A） 

平均値の差  

有意確立 

（両側） 

前に踏み出す力  

（アクション）  
3.01 3.57 0.56 .001*** 

考え抜く力  

（シンキング）  
3.20 3.63 0.43 .019*** 

チームで働く力  

（チームワーク）  
3.52 3.97 0.45 .001*** 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．授業前後の能力の平均点（エラーバーは標準偏差を示す）  
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５．考察 

社会人基礎力に関するアンケート調査の結果、地域と連携した教育の実践によって、学生の社会

人基礎力を向上させる可能性が示された。授業前後の数値を比較したところ、3 つの能力全てにお

いて 0.5 ポイント前後の増加がみられた。その中でも、「前に踏み出す力（アクション）」の伸長度

が最も高く、学生にとっては地域連携教育を通して、積極性や主体性などがより向上したと感じて

いることが分かった。学生の感想と照らし合わせると、「自分たちで」と複数の学生が記述してお

り、学内での講義のように受け身な姿勢ではなく、自ら企画、実践することが「前に踏み出す力（ア

クション）」の向上に大きく影響したと考えられる。 

また、社会人基礎力の 12 の要素ごとの結果をみると、「主体性」「働きかけ力」「実行力」「創造

力」「状況把握力」「ストレスコントロール力」が 0.5 ポイントを超えて伸長しており、「課題発見

力」「計画力」「発信力」「傾聴力」「柔軟性」「規律性」の要素は、0.5 を下回っている結果となった。

この結果から考察すると、「前に踏み出す力（アクション）」を構成する要素が、いずれも高い数値

を示していることに加え、「創造力」「状況把握力」などのスキルについても、成長を実感している

ことが分かる。特筆すべきは、「ストレスコントロール力」が約 1 ポイントの向上と高い数値を示

しており、地域連携教育を自身の「成長の機会」として捉えることができた学生が多かったのでは

ないかと考えられる。 

対して、0.5 ポイントを下回った内容の中で、「課題発見力」「計画力」「傾聴力」「柔軟性」など、

企画、計画立案段階に関わる活動の要素が低くなっていることが分かる。したがって、現代ビジネ

ス科の地域連携活動においては、現在の取り組みに加え、物事を実践する準備段階の活動をより充

実させることで、社会人基礎力の底上げに繋がる可能性があるといえる。また、最も伸長度が低か

った要素が「規律性」の 0.17 ポイントである。実践的な活動は行ったものの、その中で、「社会の

ルールに則って」ということを認識させる働きかけが少なかったことが考えられる。今後は、社会

のルールとの兼ね合いを意識させながら活動させる必要があると感じた。 

これらの内容から、学生が実際の社会現場をフィールドとして、自ら企画・実施に携わることで、

社会人基礎力を向上させることに役立つことが分かった。さらに、単に体験的な場を設定するだけ

では、実践することが目的となってしまい「考え抜く力（シンキング）」や「チームで働く力（チ

ームワーク）」を軽視してしまう可能性もある。そのため、物事を実践するためのプロセスや振り

返りなどの重要性を強く認識できるような環境作りを行う必要があるといえる。  

 

６．おわりに 

本論文においては、テキストマイニングを用いて分析した地域連携教育の学習効果の結果を踏

まえ、現代ビジネス科の地域と連携した実践教育がどの程度社会に必要なスキルを向上させるか

について検証を行った。 

検証の結果、社会人基礎力の 3 つの能力について授業実施前後の数値結果を基に考察したとこ

ろ、いずれの能力においても数値が伸長しており、地域連携授業が社会人基礎力を向上させる可能

性が示された。  

今回の結果をより厳密に捉えれば、これらの伸長の要因がすべて地域連携授業の成果によるも

のか否かについての検証は難しい。しかしながら、単に講義を受けることや学内での活動に限った

学びだけではなく、実際の社会の現場を体験し学生自身が自ら考え実践する活動は、総じて学生の

意識の面でも成長が見込まれると考える。特に、テキストマイニングのデータ結果や本論で示した

授業評価アンケートの結果、感想を踏まえれば、社会人基礎力の向上に影響を与えた可能性がある
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と考えられる。 

地域連携教育の実践は、外部との調整や計画立案、学生に自ら活動させるための環境づくりとい

った様々な準備が必要であり、通常の講義や演習に比べ多大な時間や労力が必要となる。特に、授

業を行う上での念密な計画が必要であり、学生に何を学ばせるのか、何を意図するのかを想定した

働きかけを行わなければ、一種の体験活動で終わってしまう可能性もある。その中で、地域連携教

育の充実を図っていく為には、効率的な準備や人員の配置が必要となるとともに、これらの活動が

学生の成長に大きく影響を与えていると直に認識できることが重要であると考える。そのため、今

後も、本論文の検証結果の整合性を高めていくための詳細な調査を続けていくとともに、地域連携

教育を実践し続けるための仕組み作りに寄与したい。 
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